
「空き家活用施策検討」業務結果について 

 

令和７年３月 

茨城県土木部都市局住宅課 

１ 実施目的 

「令和５年住宅・土地統計調査 住宅数及び世帯に関する基本集計」における本県の空き家数

は約 19 万６千戸となっており、総住宅数に占める空き家の割合（以下「空き家率」という。）は

14.1％と、全国の空き家率 13.8％を上回る結果となっている。 

しかしながら、その内訳を見ると、総住宅数に占める「賃貸・売却用及び二次的住宅を除く空き

家」の割合は 2018 年に実施された前回調査の 0.8％増となる 6.7％（93,200 戸）となっては

いるものの、うち 5.1％（71,100 戸）が「腐朽・破損のない空き家」となっており、これらの活

用を促進することにより、空き家の発生はある程度抑制できるものと期待できる。 

人口減少等の影響により、今後、地域社会の安全で安心な生活に大きな影響を及ぼす空き家は

増加することが予想されており、一刻も早く空き家の活用を促進する必要があることから、当事

業において、空き家の活用促進と発生抑制に期する方法の検討を実施した。 

 

２ 業務内容 

ヒアリングによる県内状況の把握と、所有者・事業者双方にアプローチする事業を実施し、意見交

換会の実施により事業効果の検証を行った。 

（１）ヒアリング 

   県内の既存住宅流通の実態、事業者等の事業・取組み内容等を把握するためヒアリングを実施

した。 

  ア 実施期間     

    令和６年４月 16 日～９月４日 

  イ ヒアリング対象者   県内外の 33 の事業者及び団体等 

    【内訳】金融 5 社、団体５団体、事業者 22 社、大学１校 （県内 20、県外 13） 

  ウ ヒアリング結果 

区分 主な意見 

金融 

（5） 

・リフォームローン等を用意しニーズに備えている。相続関連のサービスとしても空

き家に関する事業は必要。 

・地域課題解決事業の一つとして、事業者との連携による空き家関連サービスを提供

している。 

・リフォームローンなど空き家の活用等に利用できる商品の提供のほか、古民家再生

を通した地域振興、古民家所有者と利用（購入）希望者のマッチングサービスにも

協力している。 

団体等 

（６） 

・買い上げた空き家をリフォームし賃貸住宅にしている。 

20 年後は借り受け人に譲渡する賃貸モデルで特許取得済み。資金調達が課題。 

・古民家再生による活用に取り組んでいる。地域の活性化に繋がれば。 

事業者 

（22） 

・住宅地が無計画に広がっていることが問題なのではないか 

・既存住宅の売買は手間がかかる上にリスクが高く、利益が薄い。 

・空き家の課題は多様であるため、所有者は何をしたらいいのかわからない状況。相



談窓口が必要ではないか。 

・解体や残置物処分等の費用が高額。県の補助があれば処分が進むのでは 

・解体や相談窓口事業などで市町村と連携する場合、県と協定締結等ができれば信用

度が増し事業が進めやすくなる 

・趣味を持つ人に刺さる仕組み作りができれば活用の幅が広がるのでは。 

・新築市場は冷え込んでおり中古市場に向かっている。中古の供給が追いついていな

い状況。 

（２）空き家オーナー向けセミナー「空き家セミナー＆個別相談会」 

（事業委託先：株式会社 Coelacanth） 

   空家所有者の状況把握、空き家所有者に対する空家活用や処分方法等の情報提供及び県民に対

する空き家問題の普及啓発等を目的として、空き家所有者を対象としたセミナー及び個別相談

会を実施した。 

  ア 事業内容 

（ア）空き家活用セミナー 

   ・空き家活用促進の最新情報（茨城県住宅課） 

   ・空き家活用のバリエーションや具体例（株式会社 Coelacanth） 

   ・空き家に関する権利関係や相続・登記について（司法書士 橋本啓司氏） 

  （イ）個別相談会 

  イ 開催日時及び場所 

    日時：令和７年１月 25 日（土） 13:30～16:45 

    場所：ザ・ヒロサワ・シティ会館 

  ウ 参加者数 

 12 組（うち、個別相談会参加者 7 組） 

  エ 主な課題等 

・特定空き家になる前に中古住宅として流通させる必要があるが、その手前に様々な課題があ

る。 

・今回の相談者の多くが、最終的には手放したいが現時点で何をすべきか相談する相手がわか

らない、という趣旨の発言をしており、県が主催の相談会ということもあり、相談しやすいと

いう話もあった。 

・相続した土地の売却を希望しているが、調整区域である場合など法律や条例等の制限により、

民間事業者に取り扱いをしてもらえないケースも多い。 

・空き家の流通へ向けては官民が連携し、適切に役割分担を行なっていくことが必要であると

思われる。 

相談先などについては、専門を横断するような窓口（宅建、行政書士、建築士など）の設置等

も効果があると考えられる。 

（３）空き家活用啓発イベント「空き家を面白がる会」（事業委託先：株式会社 Coelacanth） 

既存住宅のビジネス機会について考える場の提供、同業者・異業者のネットワーク構築及び既

存住宅活用の気運創出を目的として、事業者等を対象とした啓発イベントを開催した。 

ア 事業内容 

  （ア）第 1 部：空き家活用事例のプレゼンピッチ 



     ・茨城の最新空き家活用事情！商店街で新規事業続出？ 

／佐藤穂奈美（株式会社 Coelacanth 代表取締役社長）  

     ・結城市における古民家を活用した宿とまちづくり 

 まちなかフェスとリノベーションとまちづくり 

      ／飯野 勝智（NIDO 一級建築士事務所 代表） 

     ・これから必要になるのはまちなかデベロッパー？ 

      地域密着型不動産会社の提案力の高め方 

      ／あらい きよてる（NPO 法人 CHAr 理事） 

     ・第 1 回地域価値を共創する不動産業アワード大賞受賞！ 

      不動産クラウドファンディングを活用したまちづくり 

      ／松島 孝夫（株式会社エンジョイワークス 取締役） 

  （イ）第 2 部：茨城の空き家を面白がる会（主催：唐品知浩） 

     ・実在する空き家を題材にしたグループワークで、これまでの常識にとらわれない活用方

法を考える会 

【当日の様子】https://youtu.be/eTaBPIU67eM 

  イ 開催日時及び場所 

    日時：令和７年２月 12 日（水） 16:00～20:30 

    場所：茨城県水戸生涯学習センター 他 

  ウ 参加者数  

    44 名 

  エ 主な結果等 

  （ア）アンケート結果（回答数 33） 

    【満足度】     満足：87.9%  やや満足：12.1% 

    【このようなイベントを今後も実施してほしいか】  はい：100％ 

  （イ）主な結果・課題等 

・キャンセル待ちが出るほど参加希望者が多く、空き家を活用したい事業者や空き家活用に

関心のある方が多数存在していることがわかった。 

・本県内では特色のある空き家の活用事例を知る機会が少なく、今回、空き家を活用しつつも

一定の事業性、収益性を備えた事例を紹介されたことで参加者がよいインプットを得られ、

第 2 部のワークショップでの積極的なアウトプットにつながったと思われる。 

・第 2 部の面白がる会では、様々なアイデアが出されると共に、参加者同士の交流も多く見

られたことから、空き家を通したムーブメントが生まれる可能性が感じられた。 

・アンケートからも、参加者同士の交流の点に対する満足度が高かった。 

各業界において、個別に空き家の所有者や活用したい人に出会うことはあるが、それらの

情報は横展開されないため、「空き家活用に前向きな人もいる」という気づきが、業界の慣

習を超えた新鮮な印象を与えたと思われる。 

・空き家問題は民間事業者からすると「手間がかかる割に、事業性が低い」といったイメージ

が強く、まずは今回の事例ピッチのような情報提供を行い、空き家をストックとして活用

できる可能性を含め啓発していく必要があると思われる。 

・各事業者が連携する仕組みをつくることにより解決できる課題がある。 

一方で、各事業者がそれぞれの立場で発言してしまうと、専門家間の『隙間』のような課題



が残ってしまうことも多く、今回のように条件や専門性を度外視して語り合うような場や、

具体の事例に共同で取り組むような一点集中型のミクロの取り組みとをうまく織り交ぜな

がら空き家活用に取り組んでいく必要があると思われる。 

・空き家問題の解決には、さまざまなステークホルダーを取りまとめていくような存在が不

可欠であり、官民の役割分担が必須であると思われる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（４）空き家の活用に関する意見交換会 

   実施した事業の課題等に関する意見交換会を行った。 

  ア 開催日時・場所 

    日時：令和７年３月３日（月） 13:30～16:00 

    場所：茨城県庁土木部会議室 

 

 

 



イ 出席者                     

所属 職名 

株式会社常陽銀行  主任調査役 

株式会社常陽産業研究所 地域コンサルティング部 主任調査役 

株式会社筑波銀行 リテールソリューション部 上席主任調査役 

株式会社 KX  

国立大学法人茨城大学 研究・社会連携部 

地域未来共創学環 

理工学研究科修士課程                             

部長 

１年 １名 

１年 ２名 

経済産業省関東経済産業局産業部中小企業課 課長補佐、係長 

株式会社 Coelacanth 代表取締役 

計画推進課 移住推進 G  

地域振興課 企画調整 G  

ウ 内容 

 ・各団体の取組み紹介 

 ・令和６年度「空き家活用施策検討」業務の感想・意見、空き家活用に関する県への要望 

エ 主な意見 

  ・各自治体や地域が良い取組みを行っている。その取り組みをつなぐ役目を担ってほしい。 

・地域との交流やライフスタイルの提案など、消費者の行動変容を促すような長期的な取組

みは行政機関の方が向いていると考えられる。 

行政の連携により事業者も活動しやすくなると思われる。 

・県が、事業者が持っている資格や専門性をつなぐ座組を作ってくれるといいのでは、と感じ

た。 

  ・学生と地域がつながる場がほしい。 

  ・「空き家」「住まい」に対する「所有者」「住民」としての意識の醸成をしてほしい。 

３ まとめ 

今後の空き家の加速度的な増加は、地域の生活環境や治安の悪化につながるなど、県民の安心安

全な暮らしに大きな影響を及ぼすと考えられる。 

空き家の増加を抑制するため、今後も引き続き、市町村支援に努めると共に、人を繋ぐ「場」の形

成と空き家の活用に向けた「気運」の醸成に努め、この循環により既存住宅の活用促進を図ってい

く。 

（１）市町村支援 

   市町村が行う所有者等への指導や国制度等の活用を支援する。 

（２）「場」の創出 

県が、市町村・事業者・学術機関及びコミュニティ等を繋ぐハブとなり、新たな連携を創出する

必要がある。 

「所有者と事業者」「地域と事業者や学生」「事業者と事業者」「事業者と行政」等、様々な「つ

ながる場」を創出することにより地域の活性化を図り、ビジネスチャンスを生かせる環境づく

りに努める。 

（３）「気運」の醸成 

県民及び事業者等それぞれに対する広域的な広報や普及啓発事業を実施することにより、既存

住宅の前向きな活用に向けた気運の醸成を図る。 

  



【参考資料：茨城県の状況】  

１ 人口の変化  

茨城県の年齢別人口を見ると、全人口は 2000 年をピークとして以降減少となっている。 

０〜14 歳は 1985 年から減少傾向、1990 年からは 65 歳以上が増加傾向となっている。 

人口増減率については、つくば市、つくばみらい市、阿見町の順で増加、大子町、河内町、桜川

市の順で減少となっている。 

【人口増減数と人口増減率】           ※茨城県の人口・茨城県常住人口調査結果報告書より 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ 65 歳以上世帯員のいる一般世帯数の推移    ※茨城県 HP「いばらき統計情報ネットワーク」より 

年次 一般世帯 65 歳以上世帯員のいる世帯 

世帯数 １世帯あたり人員 世帯数 
一般世帯に 

占める割合 

2000 年（H12 年） 983,817 世帯 2.99 人 334,037 世帯 34.4％ 

2005 年（H17 年） 1,029,481 世帯 2.84 人 382,163 世帯 37.1％ 

2010 年（H22 年） 1,086,715 世帯 2.69 人 435,917 世帯 40.1％ 

2015 年（H27 年） 1,122,443 世帯 2.55 人 493,718 世帯 44.1% 

2020 年（R２年） 1,181,598 世帯 2.37 人 530,311 世帯 45.0% 

 

 ３ 茨城県の高齢者人口及び割合の推移      ※茨城県 HP「いばらき統計情報ネットワーク」より 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



４ 未婚率 

 （１）女子 

最も変化の大きい 25〜29 歳を 10 年ごとに比較すると、1980 年で 20.3％、1990 年

に 2000 年では 50.8％、2020 年では 59.8％となっている。 

30〜34 歳の未婚率を比較すると 1980 年では未婚率は 5.7％であったが、2000 年で

は 21.7％となり、2020 年では 34.2％となっている。 

【女子未婚率の年齢階層別推移】        ※茨城県 HP「出生及び結婚に関する現況」より 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）男子 

最も変化の大きい 25〜29 歳の未婚率を比較すると、1980 年で 54.8％、2000 年では

68.0％、2020 年では 74.7％となっている。 

30〜34 歳の未婚率を比較すると 1980 年では未婚率は 19.9％であったが、2000 年で

は 42.9％となり、2020 年では 51.0％となっている。 

【男子未婚率の年齢階層別推移】       ※茨城県 HP「出生及び結婚に関する現況」より 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



５ 出生数の推移   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

６ 住宅取得者の年齢              ※国土交通省「令和 5 年度住宅市場動向調査」より 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出　　　　　　　　生

実　　　　　数 人口千対

茨城 男 女 全国  茨城 全国 茨城 全国

H 12 28,220         14,493         13,727         1,190,547       9.6        9.5        1.47      1.36      

17 24,244         12,429 11,815 1,062,530       8.3        8.4        1.32      1.26      

22 23,989         12,326         11,663         1,071,305       8.2        8.5        1.44      1.39      

27 21,700         11,074         10,626         1,005,721       7.5        8.0        1.48      1.45      

R 2 17,389         8,820           8,569           840,835          6.2        6.8        1.34      1.33      

3 16,502         8,512           7,990           811,622          5.9        6.6        1.30      1.30      

4 15,905         8,087           7,818           770,759          5.7        6.3        1.27      1.26      

5 14,898         7,637           7,261           727,288          5.4        6.0        1.22      1.20      

年次 合計特殊出生率

 



７ 茨城県年度別住宅着工戸数                 ※国土交通省「住宅着工統計」より 

 H28 年度 H29 年度 H30 年度 令和元年度 令和２年度 令和 3 年度 令和 4 年度 令和 5 年度 

持家数 9,606 9,257 9,709 9,149 8,636 9,338 8,145 7,232 

貸家数 9,517 7,802 6,510 5,093 4,149 5,000 5,015 5,199 

給与住宅数 214 121 77 54 110 91 86 36 

分譲住宅数 3,468 3,714 3,562 3,469 3,485 4,958 4,252 3,304 

総着工数 22,805 20,894 19,858 17,765 16,380 19,387 17,498 15,771 

 

８ 空き家及び空き家率の推移   ※「令和５年住宅・土地統計調査住宅及び世帯に関する基本集計」より 
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（戸） 図 空き家数及び空き家率の推移－茨城県（1988年～2023年）

 

空き家の種類

空
き
家

二次的住宅
（別荘等）

売却用の空き家

賃貸用の空き家

賃貸・売却用及び二次的住
宅を除く空き家

↓
「居住目的のない空き家」


